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○ 千葉県の将来人口推計

我が国では、人口減少が進む中、千葉県の人口は平成２７年（２０１５年）で約６２２万

３千人で全国人口の４．９％を占め、全国で６番目に多くなっています。

千葉県の将来推計人口は、平成２９年に本県が実施した調査によると、令和２年（２０２０

年）には６２４万７千人となりますが、その後は、これまでの増加傾向から減少傾向に転じ、

令和７年（２０２５年）には６２１万１千人、令和１２年（２０３０年）には６１１万６千人

まで減少することが予想されています。

また、今後の人口を年齢区分別にみると、年少人口（１４歳以下）や生産年齢人口（１５歳

～６４歳）が減少する一方で高齢者人口（６５歳以上）は増加すると見込まれています。

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

100

200

300

400

500

600

700

S30
(1955)

40
(1965)

50
(1975)

60
(1985)

H7
(1995)

17
(2005)

27
(2015)

R7
(2025)

(万人)

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢者人口（65歳～74歳）
高齢者人口（75歳以上） 不詳 年少人口構成比
生産年齢人口構成比 高齢者人口構成比
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第第２章 少少子子化化等等のの現現現状状状及及びびび課課題

図１ 人口及び年齢区分別の構成比の推移【千葉県】
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○ 少子化の進行

本県の出生数は、第二次ベビーブームのさなかの昭和４８年（１９７３年）の８万２，９６０

人をピークに減少傾向が続き、平成３０年（２０１８年）には４万３，４０４人と

なっています。

合計特殊出生率（一人の女性が一生の間に生む子どもの数の推計値）は、昭和５１年

（１９７６年）に２．０を下回り、昭和６０年（１９８５年）以降は全国平均を下回って

います。平成３０年（２０１８年）は１．３４（全国１．４２）であり、依然として少子化傾向

に歯止めはかかっていません。

○ 理想子ども数、予定子ども数ともに減少傾向

国立社会保障・人口問題研究所が平成２７年（２０１５年）に実施した調査によれば、夫婦

にたずねた理想的な子ども数は、前回調査２．４２人を下回り２．３２人となりました。また、

夫婦が実際に持つ予定の子ども数も昭和６２年（１９８７年）以降、減少傾向が続いています。

図3 出生動向基本調査による平均理想子ども数、および平均予定子ども数の推移【全国】

図２ 出生数と合計特殊出生率の推移【全国・千葉県】
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○ 世帯の小規模化の進展

昭和４０年（１９６５年）には、本県の平均世帯人員は４．１７人で、世帯数は約６２万

１千世帯、単独世帯数は約４万３千世帯で、単独世帯の占める割合は約７％でした。

以降、平均世帯人員の減少と単独世帯数の増加が進み、平成２７年（２０１５年）には

平均世帯人員２．３５人、世帯数は約２６０万５千世帯、単独世帯数は約８４万３千世帯と

なり、全世帯の約３２％は単独世帯となっています。

○ 高校卒業後の進路状況

本県の平成３０年（２０１８年）３月の高等学校卒業者は４万９,１４９人で、大学等進学

率は５５．７％、就職率が１３．２％となっています。大学進学率、就職率は、近年横ばい

傾向にあります。
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図５ 高等学校卒業者の進路の状況【全国・千葉県】

資料：国勢調査（総務省統計局）

資料：平成30年度学校基本調査（千葉県）、平成30年度学校基本調査（文部科学省）
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○ 女性の年齢階級別有業率

女性は、出産・子育て期に離職することが多く、女性の年齢階級別有業率を見ると

本県における３５～３９歳の女性の有業率が６７．１％であるように、３５～３９歳で谷と

なり、２０歳代後半と４０歳代後半が山になるＭ字型カーブを示しています。

○ 県内在住の外国人数

平成２７年（２０１５年）の県内在住外国人数は９万１７８人であり、平成２２年

（２０１０年）に比べて１万１,２５１人増加し、県人口の１．４％を占めており、増加傾向

となっています。

図６ 女性の年齢階級別有業率【全国・千葉県】
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図７ 県内在住外国人数【千葉県】
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図７ 県内在住外国人数【千葉県】
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○ 少子化のもたらす影響 

少子化のもたらす影響は、経済面では、労働力人口の減少と経済成長への影響などが懸念さ

れます。また、家族の形態の変容や地域社会の変容など様々な面で懸念されています。将来に

わたり、持続的な経済と地域社会の発展を実現するためには、ＳＤＧｓ（Sustainable 

Development Goals：持続可能な開発目標）＊ の理念を踏まえつつ、関係機関が連携して、子ど

も・子育て支援施策及び次世代育成支援施策を総合的かつ計画的に取り組んでいくことが必要

です。 

 


